別記
第１号様式（第６条関係）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業補助金交付申請書
　　　　年　　月　　日

（宛先）柳井市長　

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。

	１　補 助 年 度
	年度

	２　補助対象事業の種別
	□　木造住宅耐震改修事業
· 多数利用建築物耐震診断事業　　

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業　
· 緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

	３　対象住宅・建築物所在地
	柳井市　

	４　補助金交付
申　　　請　　　額
	円

	５　着手予定及び完了
予定年月日
	着手予定　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

完了予定　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	６　添付書類
	(1)　共通

　ア　対象住宅・建築物の所有者及び建築時期の分かる書類

（登記事項証明書、建築確認済書、固定資産名寄帳等）
イ　市税の滞納がないことの証明（納税証明書、完納証明書等）
ウ　その他市長が必要と認める書類（位置図、現況写真等）
 (2)　木造住宅耐震改修事業

　ア　本市の木造耐震診断事業による耐震診断を行った場合は(1)ア

　　　の書類は省略可

　イ　耐震診断結果報告書の写し（本市の木造住宅耐震診断事業による耐震診断を行った場合は省略可）

　ウ　耐震改修工事の内容が分かる図面

　エ　耐震改修事業に要する費用（設計費、工事監理費、工事費（流しの取替等、耐震改修工事以外のリフォーム工事を併せて行う場合は、耐震改修に要する部分の内訳））が分かる「見積書」の写し

　オ　耐震改修後の設計上部構造評点を確認する補強計画書
(3)　多数利用建築物耐震診断事業
ア　耐震診断費の「見積書」の写し
(4)　緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業

ア　耐震診断費の「見積書」の写し

　イ　耐震改修促進法第１４条１項第３号に掲げる建築物であることが分かる書類（断面図、位置図等）

(5)　緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

　ア　本市の木造耐震診断事業による耐震診断を行った場合は(1)ア

　　　の書類は省略可

イ　耐震診断結果報告書の写し（本市の木造住宅耐震診断事業による耐震診断を行った場合は省略可）
　ウ　現況写真・位置図等
　エ　耐震改修促進法第１４条１項第３号に掲げる建築物であることが分かる書類（断面図等。ただし、本市の耐震診断事業による耐震診断を行った場合は省略可）

　オ　耐震改修工事の内容が分かる図面

　カ　耐震改修事業に要する費用（設計費、工事監理費、工事費（流しの取替等、耐震改修工事以外のリフォーム工事を併せて行う場合は、耐震改修に要する部分の内訳））が分かる「見積書」の写し

　キ　耐震改修後の耐震指標等を確認する補強計画書

　ク　耐震改修の結果地震に対して安全な構造となると認める書類の写し

　ヶ　耐震改修促進法に基づく指導の写し


第２号様式（その１）（第６条関係）

補助対象事業実施計画書（木造住宅耐震改修）
	１　対象住宅所在地
	柳井市

	２　対象住宅の用途
	□ 専用住宅　□ 併用住宅（ □ 店舗　□ 事務所　□ その他　　　　）

	３　建築年月日
	明治　・　大正　・　昭和　　　　　年　　　　月　　　　日

	４　対象住宅の工法
	□ 在来軸組工法　　　□ 枠組壁工法　　　□ 伝統工法

	５　対象住宅の規模
　  （　床　面　積　）
	階
	住宅部分
	住宅以外の部分
	合計

	
	１階
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡
	　　　　　　㎡

	
	２階
	㎡
	㎡
	㎡

	
	合計
	（A）　　　　　 ㎡
	㎡
	(B)　　　　  　㎡

	
	（A）　÷　（B）　＝　　　　　　　　％

	６　耐震診断の結果
	上部構造評点　　　　　　　点　　□　一般診断　　□　精密診断

	
	氏名
	（　　　　）建築士（　　　　　）登録第　　　　　号



	
	建築士
事務所名
	（　　　　）建築士事務所

（　　　　）知事登録　第　　　　　　　　　号



	７　耐震改修工事後の耐震診断を行う建築士
	氏名
	（　　　　）建築士（　　　　　）登録第　　　　　号



	
	建築士
事務所名
	（　　　　）建築士事務所

（　　　　）知事登録　第　　　　　　　　　号



	８　耐震改修工事
予定時期
	　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	９  交付申請額の
算出方法
	耐震改修に要する費用
	円

	
	補助対象経費

(消費税等相当額を除く)　　　（A）
	円

	
	補助対象経費×４／５
(千円未満切捨て)　　　　　　（B）
	円

	
	交付申請額

（B）と100万円のいずれか少ない額
	円


第４号様式（第８条関係）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業変更申請書
　　　　年　　月　　日

（宛先）柳井市長

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

年　　月　　日付け　　第　　　号により補助金の交付決定を受けた柳井市住宅・建築物耐震化促進事業について、次のとおりその内
容を変更したいので、柳井市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付要綱第８条の規定により申請します。

	１　補 助 年 度
	年度

	２　補助対象事業の種別
	□　木造住宅耐震改修事業

· 多数利用建築物耐震診断事業
· 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

	３　当初交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　円
	※　補助金の額の変更が伴わないときは、３と４は、空白にしてください。

	４　変更後の
交付申請額
	円
	

	５　変更の理由
	

	６　添付書類
	(1)　木造住宅耐震改修事業

　ア　補助対象事業実施計画書（第２号様式（その１））

　イ　補強計画書

　ウ　耐震改修費の見積書の写し及び改修費内訳書

　エ　その他市長が必要と認める書類

(2)　多数利用建築物耐震診断事業

ア　補助対象事業実施計画書（第２号様式（その２））
イ　耐震診断費の見積書の写し
ウ　その他市長が必要と認める書類

(3)　緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業

ア　補助対象事業実施計画書（第２号様式（その３））

イ　耐震診断費の見積書の写し
ウ　その他市長が必要と認める書類

(4)　緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業
ア　補助対象事業実施計画書（第２号様式（その４））

　イ　補強計画書

　ウ　耐震改修費の見積書の写し及び改修費内訳書

　エ　その他市長が必要と認める書類

※　添付書類が、既に提出済みのものと同一であれば、その旨を申請してください。


第５号様式（第９条関係）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業中止・廃止申請書
　　　　年　　月　　日

（宛先）柳井市長

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

年　　月　　日付け　　第　　　号により補助金の交付決定を受けた柳井市住宅・建築物耐震化促進事業について、次のとおり中止・廃止したいので、柳井市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付要綱第９条の規定により申請します。

	１　補 助 年 度
	年度

	２　補助対象事業の種別
	□　木造住宅耐震改修事業
· 建築物耐震診断事業

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

	３　対象住宅・建築物所在地
	　柳井市

	４　中止・廃止の年月日
	　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	５　中止・廃止の理由
	


第７号様式（第１１条関係）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業完了実績報告書
　　　　年　　月　　日

（宛先）柳井市長

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

年　　月　　日付け　　第　　　号により補助金の交付決定を受けた柳井市住宅・建築物耐震化促進事業が、完了しましたので、柳井市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により、次のとおり報告します。

	１　補 助 年 度
	年度

	２　補助対象事業の種別
	□　木造住宅耐震改修事業
· 建築物耐震診断事業

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業
· 緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

	３　着手及び完了
年月日
	　着手　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
完了　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

	４　補助対象事業費
	　　　　　　　　　　　　　　円

	５　補助金の
交付決定額
	                      　　円

	６　耐震化促進事業
完了の確認
	補助事業実施計画書のとおり適正に耐震化促進事業が完了したことを報告します。
建築士名
又は

施工者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　　　　　　　

	７　添付書類
	(1)木造住宅耐震改修事業

　ア　耐震改修に係る契約書の写し

　イ　耐震改修費の領収書の写し及び改修費内訳書

　ウ　耐震改修工事の写真（施工前・施工中・完了時）

(2)　多数利用建築物耐震診断事業

　ア　診断結果の報告書

　イ　耐震診断費の請求書又は領収書の写し

　ウ　耐震診断プログラム診断結果の写し（建物写真添付）
(3)　緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業

ア　診断結果の報告書

　イ　耐震診断費の請求書又は領収書の写し

　ウ　耐震診断プログラム診断結果の写し（建物写真添付）

(4)　緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

ア　耐震改修に係る契約書の写し

　イ　耐震改修費の領収書の写し及び改修費内訳書

　ウ　耐震改修工事の写真（施工前・施工中・完了時）




第９号様式（第１２条関係）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業補助金交付請求書
　　　　年　　月　　日

（宛先）柳井市長

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

柳井市住宅・建築物耐震化促進事業費補助金交付要綱第１２条第２項の規定により、次のとおり請求します。
	１　補 助 年 度
	年度

	２　補助金請求額
	円

	３　補助対象事業の種別
	□　木造住宅耐震改修事業
· 建築物耐震診断事業

· 緊急輸送道路沿道建築物耐震診断事業
· 緊急輸送道路沿道建築物耐震改修事業

	４　補助金の
交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　円
	補助金交付決定（変更）通知書

　第　　 　　　号

　　年　　月　　日

	５　補助金の
交付確定額
	円　
	補助金確定通知書

　第　　 　　　号

　　年　　月　　日

	６　振込先金融機関等
	金融機関名
	銀行
金庫　　　　　　　　　店

農協

	
	口座番号
	普通　・　当座　　　番号

	
	口座名義
	（フリガナ）
　

	７　備考
	


第１０号様式（第１２条関係）

補助金の代理受領に係る委任状

　　　　年　　月　　日　
（宛先）柳井市長

申請者　　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（電話番号）

年　　月　　日付け　　第　　　号により補助金の交付決定を受けた柳井市住宅・建築物耐震化促進事業補助金（金　　　　　　　　円）に係る受領について、次のとおり委任します。

委任者（申請者）

　　　　　　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
上記の金額については、次の口座に振り込んでください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　年　　月　　日　

受任者（耐震改修工事を行った事業者）

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記の権限の委任を受けることを承諾します。なお、振込口座は次のとおりです。

	振　込　先　金　融　機　関
	金融機関名
	　　　　　　　　　　　銀行

　　　　　　　　　　　金庫

　　　　　　　　　　　組合
	　　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　支所

　　　　　　　　　　出張所

	
	預金の種類
	普　通　　・　　当　座

	
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義人
	


